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独立した第三者保証報告書 

 

 

株式会社第一ライフグループ 

代表取締役社長グループ CEO 菊田 徹也 殿 

 

 

一般社団法人非財務情報保証協会（以下、「当協会」という。）は、株式会社第一ライフグループ（以下、

「Daiichi Life」という。）からの委嘱に基づき、Daiichi Life が作成した欠勤率、職層別の男女の賃金の格

差、運用アセットからの CO2 排出量および CO2 排出原単位（WACI）（以下、「主題情報」という。）につ

いて限定的保証業務を実施した。保証の対象範囲は、別表の通りである。 

 

Daiichi Lifeの責任 

Daiichi Lifeは、自らが定めた指標の算定・報告基準（以下、「Daiichi Lifeの定める基準」という。）に従

って実績値の算定に必要なデータを収集し、算定及び公表する責任がある。 

 

当協会の独立性・品質管理・力量 

当協会は、誠実性、公正性、職業的専門家としての能力と正当な注意、守秘義務、職業的専門家として

の行動に関する原則を規定した国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が定める倫理規程および独立性に

関する指針を遵守し業務を実施した。また、当協会は、国際品質マネジメント基準（ISQM）第 1 号に準拠し

た、倫理要件、職業的専門家としての基準及び適用される法令及び規則の要件の遵守に関する文書化し

た方針と手続を含む、包括的な品質マネジメントシステムを維持している。保証業務担当者は、当該分野に

おける知識や経験、保証業務に関する力量基準に基づき構成されている。 

当協会は、Daiichi Life やその関連会社から独立しており、公平性を損なう可能性や利害の抵触はない。 

 

当協会の責任 

当協会の責任は、入手した証拠及び実施した手続きに基づいて、主題情報に対する限定的保証の結論

を表明することにある。当協会は、国際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000「過去財

務情報の監査又はレビュー以外の保証業務」及び国際保証業務基準（ISAE）3410「温室効果ガス報告に

対する保証業務」に準じた当協会の非財務情報保証基準に基づき限定的保証業務を実施した。 

限定的保証業務で実施する手続は、合理的保証業務で実施する手続と比べて、その種類、時期、範囲

が限定されている。その結果、当協会が実施した限定的保証業務は、合理的保証業務ほどの高い水準の

保証を与えるものではない。 

 

保証手続き 

当協会は、職業的専門家としての判断に基づき、以下の内容を含んだ保証手続きを実施した。 

• 保証対象指標の算定方針や算定手続きに関する評価 

• 上記方針や算定手続きを理解するための会社担当者への質問 

• 会社の定める基準に従って保証対象指標の実績値が把握、集計、開示されているかについて、入手し

た根拠資料との照合並びに再計算の実施 

• 重要な仮定や算定方法の根拠となるデータの入手及び照合 

• 保証対象指標の実績値の表示の妥当性に関する確認 

• 主題情報に記載されている指標の基礎となる記録との一致 
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保証された主題情報 

Daiichi Lifeによって作成された主題情報に関して、当協会が第三者保証を行った実績値は以下の通り

である。 

 

欠勤率 

項目 実績値 対象範囲 

欠勤率 1.29 第一生命保険株式会社 

 

職層別の男女の賃金の格差 

項目 女性 男性 比率※ 

管理職(基本給のみ) 683.0 万円 826.4 万円 0.83 

管理職（基本給＋その他の現金報酬） 956.7 万円 1169.6 万円 0.82 

非管理職（基本給のみ） 263.0 万円 436.2 万円 0.60 

対象範囲 : 株式会社第一ライフグループ、第一生命保険株式会社 

※ 男性を１としたときの比率 

 

運用アセット別 CO2排出量及びWACI（加重平均カーボンインテンシティ）※ 

アセット CO2排出量 WACI 

国内上場株式 97 万 tCO2e 0.4 

外国上場株式 11 万 tCO2e 1.3 

国内社債 92 万 tCO2e 1.0 

外国社債 27 万 tCO2e 0.8 

企業向け融資 398 万 tCO2e 4.3 

投資用不動産 8 万 tCO2e 測定対象外 

ソブリン債 1642 万 tCO2e 測定対象外 

アセット合計 2275 万 tCO2e 1.2  

対象範囲 : 第一生命保険株式会社 

※ 計算方法は以下の URLに記載 

https://www.daiichilife-group.com/sustainability/report/nztransitionplan/pdf/nztransitionplan_001.pdf 

 

■ 算定対象期間 

2025年 4月 1日 ～ 2026年 3月 31日 

 

結論 

上記の保証手続を実施した結果、主題情報に記載されている指標が、Daiichi Lifeの定める基準に従っ

て算定され、開示されていないと信じさせる事項は、すべての重要な点において認められなかった。 

 

2026年 7月 31日 

  

東京都新宿区西新宿 3-3-13 西新宿水間ビル 6階 

一般社団法人非財務情報保証協会 


